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○林内閣官房長官 それでは、少し時間より早いですが、皆様おそろいでございますので、

ただいまから、第73回「男女共同参画会議」を開催いたします。 

 まず、資料１及び２について、三原大臣から説明をお願いいたします。 

○三原内閣府特命担当大臣（男女共同参画） 私から「第６次男女共同参画基本計画」及

び「女性版骨太の方針2025」の策定に関し御説明いたします。 

 まず、資料１をご覧ください。 

 石破総理から男女共同参画会議に対し、新しい「第６次男女共同参画基本計画」の策定

に向けた「基本的な考え方」を示すよう諮問をいただきました。 

 これを受け、当会議において、本日より議論を開始いたします。 

 続いて、資料２をご覧ください。 

 政府においては、毎年６月を目途に、「女性活躍・男女共同参画の重点方針」、いわゆ

る「女性版骨太の方針」を策定しております。 

 「女性版骨太の方針2025」や「第６次男女共同参画基本計画」の策定に際し、重要とな

る視点についてまとめましたので、御説明いたします。 

 １ページ目をご覧ください。 

 「意思決定層における女性の参画を妨げる課題への対応」であります。 

 現行の基本計画に掲げた目標の達成に向けて、プライム市場上場企業における女性役員

の登用の更なる加速化、女性起業家の支援強化など経済分野の取組をはじめ、意思決定層

における女性の参画を妨げる課題をしっかりと分析し、あらゆる分野における取組の一層

の強化につなげることが重要です。 

 ２ページ目は「全ての人が希望に応じて働くことができる環境づくり」であります。 

 男女間賃金格差の是正や、令和４年に策定した「女性デジタル人材育成プラン」の見直

しなどリスキリングの支援の強化等により、全ての人が希望に応じて働くことができる環

境づくりに取り組む必要があります。 

 ３ページ目は「女性に選ばれ、女性が活躍できる地域づくり」であります。 

 地方においては、少子高齢化や人口減少の進展により、様々な局面において、担い手と

して欠かせない女性の参画が、これまで以上に求められています。 

 全国各地で、それぞれの地域における課題やニーズをきめ細やかに把握し、地域ぐるみ

で必要な取組を展開していく必要があります。 

 ４ページ目は「個人の尊厳が守られ、安心・安全が確保される社会の実現」であります。 

 性犯罪・性暴力やDV等を防止し被害者支援体制を強化するとともに、男女共同参画の視

点に立った防災・復興、健康支援などを推進する必要があります。 

 ５ページ目では、中長期的な施策の検討にあたっての視点をお示ししております。 

 女性が非正規雇用化する「Ｌ字カーブ」の課題は残るものの、就業者数における男女差

は小さくなり、近年は出産や育児によると見られる女性の正規雇用比率の低下幅は小さく

なってきています。 
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 また、働きながら育児・介護を担う人の割合が増え、未婚の女性において家庭と仕事の

両立を望む人の割合が上昇しているだけでなく、未婚の男性においても、将来のパートナ

ーに家庭と仕事の両立を望む人の割合が上昇し、若い世代の意識は変化しています。 

 こうした人口構造や、就業構造の変化、若い世代の生活様式や働き方に対する考え方の

多様化等を踏まえ、全ての人が希望に応じて、活躍できる社会の実現を目指すことが重要

となります。 

 以上でございます。 

○林内閣官房長官 ありがとうございました。 

 それでは、有識者議員の皆様から御発言をお願いいたします。 

 大変恐縮でございますが、お一人１分半以内の時間厳守でお願いいたします。 

 それでは、小西議員、お願いいたします。 

○小西議員 私は、女性に対する暴力に関する専門調査会の会長を務めております、小西

と申します。 

 この第５次基本計画期間中にも、例えば、性犯罪に関する刑法が改正、新設されたり、

DV防止法の改正がなされたりしました。ほかにも幾つもの法律ができていて、被害の実態

に沿っていきたいという法律になっているところは、ぜひ評価したいところです。 

 ただ、幾つか不十分な点もあり、今後の改正に向けての十分な調査が必要です。今後も

法律の趣旨が生かされるよう、司法統計や被害者に関わる統計、さらに調査をぜひ継続的

にお願いしたいと思います。 

 被害の認識に法律も含め、進歩があった一方で、取り残されている感があるのが、支援

の質と量の改善ということです。地域格差も大きいですし、それから、民間と連携するの

はいいことだと思いますけれども、そういう民間施設も非常に不安定で脆弱という現状が

ございます。 

 男性や子供の被害というのが認識されてきましたけれども、そこまで手を伸ばす余力の

ないところというのもたくさんあります。 

 私は、東京のワンストップ支援センターの医療相談を担当しております精神科医として

関わっておりますが、実践の中で特に不足を感じるのは、１つはトレーニングされた常勤

の支援員、スキルフルな方。 

 それから、２番目に、心理精神医療の専門職の関わり。 

 ３番目には、生活、就労に関する被害者のニーズに沿った切れ目のない支援システム、

そのようにうたわれているのですけれども、やはり実践の中では不十分かと思います。 

 法律ができても、こういうニーズに関して、まだ十分に応えられているとは言えません

ので、ぜひ、次の計画では内容の充実をお願いできればと思っております。 

 以上です。 

○林内閣官房長官 次に、清水議員、お願いいたします。 

○清水議員 ありがとうございます。 



3 

 企業経営者として、女性が生き生きと働ける場を増やす観点から、第６次基本計画に期

待することを３点申し上げたいと思います。 

 １点目は、女性が働き続けられる職場づくりの後押しです。 

 産育休の充実、男性育休の推進に加え、官民を挙げたDXなどによる生産性向上と働き方

の変革を進め、心身ともに余裕ある職場をつくっていくことが重要です。 

 それに向け、デジタルなどの能力開発、スキルアップ、時間にとらわれない柔軟な働き

方を提供する裁量労働の拡大、キャリアアップに資する円滑な労働移動などへの実効的な

後押しをお願いいたします。 

 ２点目は、地方創生と連動いただきたいということです。 

 地域社会を維持、底上げしていく上で女性が活躍できる職場づくりは喫緊の課題です。

地方創生2.0では、全国津々浦々の賃金所得の増加が掲げられています。女性が活躍できる

仕事づくり、男女間の格差是正などにつながるよう、国と地方、省庁間で問題意識を共有

し、常にそうした視点を持って各種施策を検討いただきたいと考えます。 

 ３点目は、働き方に中立的な税、社会保障制度です。 

 共働き世帯が専業主婦世帯を上回る社会構造に変化しています。年収の壁に注目が集ま

っていますが、壁の水準をめぐる議論にとどまらず、制度横断的に仕事と家庭、子育てや

介護との両立に前向きに取り組めるような制度への見直しを期待します。 

 以上でございます。 

○林内閣官房長官 次に、白波瀬議員、お願いいたします。 

○白波瀬議員 よろしくお願いいたします。２点申し上げたいと思います。 

 １点目は、意思決定における女性参画が極めて少ない点です。 

 特に女性議員の割合が、都道府県議会や市町村議会において２割未満と極めて少ない現

実です。伝統的な価値観や新参者が受け入れられにくい傾向にある地方において、女性た

ちが声を上げ、政治や政策立案に参画することは、地方にとって大きなメリットとなりま

す。 

 それゆえ、市町村の単位を超えた広域の支援体制が必要と思われます。また、スタート

アップ企業の女性割合は１割にも達しません。女性が起業し、その際の資金獲得を積極的

に支援するジェンダー対応型予算体系も必要ではないかと考えます。 

 ２点目は、男女間の賃金格差の背景にある職域格差の観点から、女性デジタル人材の不

足が指摘されております。 

 デジタル分野は、男女ともにデジタル人材育成が急務であります。特に日進月歩の専門

性が求められることから、理系分野への女子進学促進とともに、複数時点で専門教育を受

けることができる複線的な専門リスキリングの体制構築が急務だと考えます。 

 ありがとうございました。 

○林内閣官房長官 次に、鈴木議員、お願いいたします。 

○鈴木議員 鈴木でございます。 
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 これまでの累次の基本計画では、目標とすべき社会を示した上で、基本的な考え方や方

向性を示し、具体的施策や担当府省を明確にして取組が進められてきました。 

 また、目標、成果目標、数値目標、参考指標など呼び方は様々ですが、定量的な指標も

設定されてきました。しかし、基本法が定める男女共同参画社会の形成は道半ばであり、

むしろ、国際的に見て日本は遅れた状況にあると言わざるを得ません。 

 第６次となる次期計画では、各府省における推進体制の充実をお願いしたいと思います

し、加えまして、計画全体の進捗管理、点検、評価の体制を強化すべきと考えます。 

 2010年代半ば以降は、女性活躍に向けた、いわゆる重点方針を毎年定めることも並行し

て行われてきましたが、計画を進めるための人や時間をより効率的に再配置することも検

討いただきたいと思います。 

 もう一点、基本計画を遂行するには、自治体や地域での取組も抜本的に増強する必要が

あります。 

 その観点から、資料２、図15にあります、法案の早期国会提出を含めた、NWECと男女共

同参画センターの機能強化を喫緊の課題として取り組んでいただくようお願いいたします。 

 以上でございます。 

○林内閣官房長官 次に、納米議員、お願いいたします。 

○納米議員 全国女性会館協議会の代表理事の立場から申し上げます。 

 男女共同参画センターの法令上への位置づけと、機能強化を速やかに進めていただきた

いと思います。 

 現在、全国で約350のセンターが設置されていますが、全ての地域で男女共同参画を推進

していくためには、センターは貴重な社会的インフラです。 

 計画実行・監視専門調査会のもとに設けられたワーキンググループでは、調査を実施し

た上で、センターの業務と運営についてのガイドラインづくりに向けての提言をまとめま

した。 

 提言では、センターに法的根拠がないことで、その意義について財政当局等から理解を

得ることが難しいことや、設置の有無や人員体制、予算、事業内容に地域格差が生じると

いった課題を抱えているということを指摘しております。 

 センターが安定した基盤のもとに、十分にその機能を発揮するために、早期に法的位置

づけを行い、ワーキンググループ提言に基づくガイドラインを策定し、自治体へ周知して

いただきたいと思います。 

 ありがとうございます。 

○林内閣官房長官 次に、細川議員、お願いいたします。 

○細川議員 細川珠生でございます。 

 意思決定層に女性を増やすという観点から２点申し上げます。 

 １点目は、いわゆるオールド・ボーイズ・ネットワークの問題です。現状、女性の登用

において足踏み状態だと思いますが、男性中心で回ってきた社会の在り様がその原因の１
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つでもあり、オールド・ボーイズ・ネットワーク、例えば飲み食い、ゴルフの文化や、予

定調和という感覚、こういったものを変えていかないと、なかなか女性が生き抜いていく

のが難しい、そう考えます。 

 女性に選ばれない地方を超え、女性に選ばれない日本企業となることに危機感を持つこ

とが必要だと考えます。 

 ２点目は、意思決定層にたどり着くまでの女性のキャリアパスとして重要な点として、

育休中、時短勤務中の社員がいる現場への手当の支給などの支援の制度の導入が必要だと

考えます。 

 単純に１人当たりの業務が増えることによって、育休や時短勤務取得者とフルで勤務し

ている社員の軋轢が生まれ、両立支援制度があっても結果として十分に利用されず、最終

的に退職ということにつながっているケースが大変多いのが実態です。みんなで頑張ろう

という精神論には限界があると考えております。 

 最後に、夫婦別氏制度について、国民に賛否があると言っても理解は不十分です。婚前

氏続称制度という案もございます。国論を二分するテーマにも至っていないというのが私

の認識でございますので、まずは、議論を始めていただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○林内閣官房長官 次に、山口議員、お願いいたします。 

○山口議員 東京大学の山口慎太郎と申します。 

 女性の活躍を促すための社会保障制度の在り方について、意見を申し上げます。 

 現在、女性の就業率は着実に上昇し、とりわけ若い世代においては、仕事と育児の両立

を目指す割合が増加しています。 

 資料２に示されているように、正規雇用比率も上昇傾向にあり、女性の働き方や価値観

は大きく変化しています。 

 しかしながら、現行の第３号被保険者制度は、こうした社会の変化に十分に対応できて

いません。 

 特に問題と考えるのは、いわゆる年収の壁が女性の就業を抑制する要因となっているこ

とです。人口減少社会において貴重な労働力が十分に活用されていない状況は、早急に改

善する必要があると考えています。 

 もちろん、育児や介護などにより、就労が困難な方々への配慮は必要です。その上で、

新たな制度設計として給付つき税額控除の導入を積極的に検討すべきではないかと考えて

おります。 

 諸外国の例を見ても、この制度は、勤労意欲を促進しながら、子育て世帯への効果的な

支援を実現できることが実証されています。 

 特に、低所得層から中間層の仕事と子育ての両立支援という観点から、給付つき税額控

除は有効な政策手段となります。 

 現行制度を抜本的に見直し、全ての人が望む形で活躍できる社会の実現に向けて、具体
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的な制度設計の議論を加速させるべきと考えております。 

 以上です。 

○林内閣官房長官 最後に、山本議員、お願いいたします。 

○山本議員 私からは、１点のみ申し上げます。 

 今回特に大きく取り上げられている問題として、資料２の３ページの地域づくりがあり

ます。 

 この問題につきましては、背景といたしまして、地方において人材不足、特に専門職の

人材不足が深刻化しているということを考える必要があります。 

 ２ページにデジタル人材が挙げられておりますけれども、それに限らず、建設、福祉な

どほとんどの分野で専門人材が不足しております。 

 また、地方公務員の採用数の確保が難しくなっているというだけでなく、民間でも地域

の人材が不足しており、地方公務員による社会貢献活動のための兼業が増えているといっ

た報告もあります。 

 こういった状況において、専門人材の育成と確保を、個々の地方公共団体が単独で行う

ことには限界があります。 

 国には、地方公共団体が相互に連携して人材の育成と確保を行う取組や、地方公共団体

が地域の企業、団体と連携して、人材の育成と活躍の場、プラットフォームを形成する取

組を積極的に支援していただきたいと思います。 

 これは、女性の人材に限らず、男女共同参画に収まらない話ですけれども、３ページの

表題にあります、女性に選ばれ、女性が活躍できる地域づくりを推進するためにも、こう

いった巨視的な視点が重要ではないかと考えております。 

 以上です。 

○林内閣官房長官 ありがとうございました。 

 本日いただきました御意見も踏まえまして、検討を進めてまいりたいと思っております

ので、引き続き、御協力をよろしくお願いいたします。 

 それでは、続きまして、資料３について三原大臣から御説明をお願いいたします。 

○三原内閣府特命担当大臣（男女共同参画） 資料３の１ページ目をご覧ください。第６

次男女共同参画基本計画の検討体制であります。 

 当会議のもとに、「第６次基本計画策定専門調査会」を新たに設置し、現行計画のフォ

ローアップや、新たな計画の方向性や全体的な方針について議論を進めていくことを考え

ております。 

 なお、専門調査会に所属する委員につきましては、男女共同参画会議令に基づき、議長

が指名することになっておりますので、そのように進めさせていただきます。 

 また、２ページ目でございます。 

 「今後のスケジュール（案）・計画策定のプロセス」であります。来年12月の閣議決定

を目指し、国民各界、各層の御意見も伺いながら議論を進めてまいります。 
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 以上です。 

○林内閣官房長官 第６次男女共同参画基本計画の検討を行うため、資料３に記載のとお

り、新たな専門調査会を設置することについて、御異議ございませんでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○林内閣官房長官 御異議ないと認めさせていただきます。それでは、案のとおり決定す

ることといたします。 

 総理到着までと申し上げようと思いましたら、今、総理がお着きのようでございます。 

（石破内閣総理大臣 入室） 

○林内閣官房長官 それでは、ここでプレスが入ります。 

（報道関係者 入室） 

○林内閣官房長官 それでは、総理から一言、お願いいたします。 

○石破内閣総理大臣 新しい「男女共同参画基本計画」と「女性版骨太2025」の検討を本

日から開始をいたします。 

 女性活躍・男女共同参画は、全ての人が生きがいを感じられる、多様性が尊重される社

会を実現するとともに、我が国の経済社会の持続的な発展に不可欠の要素であります。 

 意思決定の在り方を劇的に変えていくため、社会のあらゆる組織の意思決定に女性が参

画いたしますことを官民の目標とし、達成への指針を定め、計画的に取り組みます。男女

間の賃金格差の是正は、引き続き喫緊の課題であります。多くの女性に社会活動を長く続

けていただくにはどうすればいいか、国民的議論を主導して制度改革を実現いたします。 

 そのために取り組むべき課題は多岐にわたります。 

・あらゆる分野の意思決定層における女性の参画拡大 

・全ての人が希望に応じて働くことができる環境づくり 

・女性に選ばれ、女性が活躍できる地域づくり 

・個人の尊厳が守られ、安心・安全が確保される社会の実現 

など、様々な分野につきまして、取組を一層強化することが必要であります。 

 三原大臣を中心に、これらの課題について、当面講じるべき、実効性のある対策の検討

を進め、来年６月をめどに「女性版骨太の方針2025」を取りまとめていただきますようお

願い申し上げます。 

 今後５年間の「男女共同参画基本計画」につきましても、来年12月をめどにお取りまと

めをお願い申し上げます。よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

○林内閣官房長官 ありがとうございました。 

 それでは、プレスの方は退室をお願いいたします。 

（報道関係者 退室） 

○林内閣官房長官 それでは、以上をもちまして、本日の会議を終了いたします。 

 ありがとうございました。 


